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国土審議会水資源開発分科会 第１６回調査企画部会 
（今後の水資源政策のあり方について 第１０回） 

 
平成２６年１０月３日 

 
 

【寺田水資源政策課長】 それでは定刻を回りましたので、会議を開会させていただきた

いと存じます。会議は１０時から１２時までの２時間を予定しています。開会の前に配布

資料の確認をさせていただきます。資料リストをご覧ください。資料１「委員名簿」「資料

２ これまでの検討内容と今後のスケジュール」「資料３ 水資源に関連する政策」「資料

４ ゼロ水（危機的な渇水）への備え」「資料５ 最終とりまとめに向けて－中間とりまと

めの整理－」「資料６ 答申（素案）」でございます。配布しております資料に乱丁や配布

漏れ等ございませんでしょうか。よろしゅうございますか。 
 事務局側に異動がございましたので出席者についてご紹介をさせていただきます。水資

源部長の藤山でございます。 
【藤山水資源部長】 よろしくお願いします。 
【寺田水資源政策課長】 大臣官房審議官の秋本でございます。 
【秋本大臣官房審議官】 よろしくお願いします。 
【寺田水資源政策課長】 水資源計画課長の廣木でございます。 
【廣木水資源計画課長】 廣木でございます。よろしくお願い申し上げます。 
【寺田水資源政策課長】 水源地域振興室長の塩本でございます。 
【塩本水源地域振興室長】 塩本でございます。よろしくお願いします。 
【寺田水資源政策課長】 総合水資源管理戦略室長の三輪でございます。 
【三輪総合水資源管理戦略室長】 三輪です。よろしくお願いいたします。 
【寺田水資源政策課長】 企画専門官の芳賀でございます。 
【芳賀企画専門官】 芳賀です。よろしくお願いします。 
【寺田水資源政策課長】 私は司会を務めさせていただきます水資源政策課長の寺田でご

ざいます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 
 本日の会議は公開で行っており、一般の方にも傍聴いただいておりますこと、議事録に

ついても各委員に内容をご確認いただいた上で、発言者名も含めて公表することとしてお

りますので、よろしくお願いいたします。また一般からの傍聴者の皆様におかれましては、

会議中の発言は認められていませんのでよろしくお願いいたします。会議の進行の妨げに

なる行為がある場合は退室をお願いします。それでは会場内の撮影はここまでとさせてい

ただきます。報道のカメラの方はご退出願います。 
 本日は古米弘明委員、渡邉紹裕委員、小泉明委員、櫻井敬子委員、田中宏明委員、松橋

隆治委員、三村信男委員は所用のため本日ご欠席との連絡を受けております。本日は１５
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名の委員のうち現在のところ７名の委員のご出席でございまして、国土審議会令第５条第

１項及び第３項の規定により会議を開き議決するために必要な委員の過半数のご出席とい

う要件を現在は満たしていない状況にあることをご報告申し上げ、本日の会議の取扱いに

つきましては部会長にお任せしたいと存じます。よろしくお願い申し上げます。 
【沖部会長】 はい、よろしくお任せされました。児玉委員がいずれお見えになれば過半

数で成立ということになりますので、それまで資料について調査や審議いたしまして審議

を進めておくということで皆様よろしくお願いいたします。 
 本日の議事「最終とりまとめに向けて」ということで、資料が２、３、４、５、６とご

ざいます。それでは資料２と３、それから４、そして５と６というふうに３つに分けてや

っていきたいと思いますので、２・３、４と５・６という３つに分けたいと思います。そ

れではまず資料２、今後の審議スケジュール、資料３「水資源に関連する政策」について

事務局から資料の説明をよろしくお願いいたします。 
【芳賀企画専門官】 はい。それではまず「これまでの検討内容と今後のスケジュール」

についてご説明いたします。資料２をご覧ください。平成２５年の１０月２２日に、国土

交通大臣から国土審議会の方に「今後の水資源政策のあり方」ということで諮問が行われ

ました。その諮問について調査審議するために、平成２５年１０月２８日に第１回の調査

企画部会を開催いたしまして、「水資源を巡る現状認識と今後の見通し」や「社会情勢の変

化」、また、各委員や関係省庁からのプレゼンテーションなど９回の調査審議を行った後、

平成２６年４月１１日に「中間とりまとめ」として公表を行ったところでございます。 
 「中間とりまとめ」におきましては「幅を持った社会システムの構築」と、「次世代水政

策元年」を掲げ、水資源政策全般について幅広に調査審議して、取り組むべき事項を広範

囲にとりまとめております。そして本日の部会では、「中間とりまとめ」を補足するものと

しまして、「水資源に関連する政策」、「危機的な渇水ゼロ水への備え」、「中間とりまとめの

整理」ということをご説明し、次にこれらの内容と「中間とりまとめ」で引き続き検討す

る課題となった項目の整理をした「答申（素案）」をお示ししますので、今回は特に答申（素

案）を中心にご審議していただきたいと考えているところでございます。 
 今後のスケジュールでございますが、今回いただく意見を整理した「答申（案）」を作成

して、次回の第１１回の部会でお示し、その後、答申へと進めていくことを考えていると

ころでございます。 
 引き続きまして資料３についてご説明いたします。別冊になっているものでございます。

資料３には、「水資源に関連する政策について」を取り上げておりますのでご説明いたしま

す。中間とりまとめを今年の４月に公表したところでございますが、４月以降に水資源に

関連する国政策、計画等が打ち出されておりますので、それらに関係する内容についてご

説明させていただきます。 
 １ページ目でございます。「国土強靭化」といたしまして、平成２５年１２月１１日に「強

くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」が施
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行されました。また内閣総理大臣を本部長としまして、「国土強靭化推進本部」が設置され

たところでございます。平成２６年６月には、該当法律に基づきまして「国土強靭化基本

計画」が策定されました。該当計画は「国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、本計画以外の国土強靭化に関する国の計画等の指針となるべきものとして

策定」されているところでございます。 
 計画の内容でございますが、「国土強靭化」の目標としまして４つあります。１つ目とし

て「人命保護が最大限図られること」、２つ目として「国家及び社会の重要な機能が致命的

な障害を受けず維持されること」、３つ目として「国民財産及び公共施設に係る被害の最小

化」、４つ目として「迅速な復旧復興」ということが規定されております。 
 また「起きてはならない最悪の事態」として規定されております内容の中で、水資源分

野におきましては「上水道等の長期間にわたる供給停止」、「異常渇水等による用水の供給

の途絶」が規定されているところでございます。これらの事態への対応としましては、災

害リスクや地域の状況に応じまして、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保等

のハード対策、そしてハード対策ばかりではなく訓練・防災教育等のソフト対策を適切に

組み合わせて効果的に施策を推進するとともに、このための体制を早急に整備が求められ

ているところでございます。 
 その他、平成２６年６月には、基本計画策定と同日に「国土強靭化アクションプラン２

０１４」が策定されまして、施策の進捗を毎年度評価し、これを踏まえて取り組むべき方

針をアクションプランとしてとりまとめることにより、基本計画を着実に推進することと

しております。詳細につきましては資料の７ページ、８ページの「参考１」「参考２」とし

て載せておりますのでご参考にしてください。 
 続きまして２ページでございますが、平成２６年７月１日に「水循環基本法」が施行さ

れまして、内閣総理大臣を本部長とする「水循環政策本部」が設置されたところでござい

ます。「水循環基本法」の目的でございますが赤線の箇所をご確認いただければと思います

が、健全な水循環の維持、または回復を目的にしております。 
 ここでいう「健全な水循環」の定義についてご説明いたします。まず循環についてです

が、水が、蒸発、降下、流下又は浸透により、海域等に至る過程で、地表水又は地下水と

して河川を中心に循環することでございまして、その水循環を健全化する。つまり、人の

活動と環境保全に果たす水の機能が適切に保たれた状況でございます。 
 今後のスケジュールでございますが、健全な水循環の維持、または回復を図るために、

水循環に関する施策についての基本的な方針、また循環に関する施策に関して政府が総合

的かつ計画的に講ずべき施策、水循環に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項を定める「水循環基本計画」を平成２７年の夏までの出来る限り早い時期に策

定する予定でございます。 
 なお、本調査企画部におきましては、今後の水資源政策のあり方についてご議論いただ

いおりますが、水資源開発基本計画、いわゆるフルプランのほとんどの計画目標年が平成
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２７年度を目途としているため、水循環基本法が施行されるに先んじまして、平成２５年

の１０月から国土交通大臣の諮問を受けて水循環に係るご議論をいただいているところで

ございます。 
 続きまして３ページでございます。「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」というこ

とで、政府のいわゆる骨太の基本方針でございますが、平成２７年度の予算の方向性を示

すものとしまして、閣議決定されております。基本方針の中で、５０年後には１億人程度

の安定した人口構造を保持することを目指しておりまして、少子化・人口減少の克服や地

方再生などに総合的に取り組む方針が盛り込まれているところでございます。 
 また、「経済財政諮問会議専門調査会」の「選択する未来委員会」におきましては、平成

２６年１月２０日に「未来への選択」ということで中間整理がとりまとめられておりまし

て、この資料の中におきましても先ほどの骨太の方針同様に５０年後に１億人程度の人口

を保持していくことが掲げられておりまして、水資源政策におきましても水の需要に関し

て影響してくると考えております。詳細につきましては１０ページ、１１ページに掲載し

ておりますのでご参考にしてください。 
 続きまして４ページでございます。政府のインフラの老朽化対策の方針としまして、昨

年１１月にインフラ長寿命化基本計画が策定されております。この基本計画に基づきまし

て、施設管理者の行動計画であります「インフラ長寿命化計画」が現在のところ国土交通

省と農水省において策定されておりまして、トータルコストの縮減・平準化、ストックマ

ネジメントサイクルの確立等が記載されているところでございます。 
 続きまして５ページでございます。「国土のグランドデザイン２０５０」についてですが、

「新たな国土のグランドデザイン構築に関する有識者懇談会」におきまして議論されまし

て、「人口減少」「巨大災害の切迫」という危機に直面している現在、国土づくりの考え方

を示すものとして平成２６年４月２４日に公表されてたところでございます。 
 内容につきましては、特に赤線を引いております「コンパクト」と「ネットワーク」に

より「新しい集積」をするといった国土づくりの基本的な考え方が必要であることや、複

数の地域間の「連携」により、「人・モノ・情報の交流」の促進によりまして新たな価値創

造が可能となることや、ここでも中長期的に１億人程度の人口構造を保持するということ

が記載されています。 
 続きまして６ページでございます。これまでご説明いたしました法律や基本計画等から

今後の水資源政策に係る重要な内容について整理した内容となっております。「国土の強靭

化」につきましては、「社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持」すること。「災害

発生時の被害を最小限にすること」。また、災害時の「迅速な復興復旧」についても水資源

政策に求められる内容であると考えております。 
 また、国土省、農水省が策定しております「インフラ長寿命化計画」（行動計画）に記載

されております「ストックマネジメントの確立」や「トータルコストの平準化」について

も水インフラにも同様に当てはまるのでございまして、限られた予算の中で効率的な老朽
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化対策を実施する意味でも大変重要な指針であると考えております。 
 「国土のグランドデザイン２０５０」では「コンパクト」そして「ネットワーク」、そし

て将来人口を１億人程度保持するということについて言及されているところでございまし

て、これらについても水の需要や水道の施設の再編について検討する際には重要な指針と

なると考えております。 
 水資源政策では、安全で安心な水を確保しまして、「安定して利用できる仕組みをつくり、

全ての国民が水の恵みを将来にわたって享受することができる社会を目指す」ことが必要

でありまして、これは「水循環基本法」の趣旨とも整合しております。先ほどご紹介しま

した水資源に関係する重要な指針等に基づく重要な対策といたしまして「大規模地震対策」、

「施設の老朽化対策」、「危機的な渇水における用水供給対策」が挙げられます。なお、こ

の中の「危機的な渇水における用水供給対策」につきましては、この後の資料４におきま

して、先般の社会資本整備審議会河川分科会において検討された内容についてご説明いた

します。 
 ７ページ以降につきましては、先ほどご説明しました指針等について詳細に取り上げた

ものでございますのでご参考にしていただきたいと思っております。以上、資料２と３を

説明させていただきました。 
【沖部会長】 ありがとうございました。では、ただいまの資料２、３につきましてコメ

ント、ご質問等ございましたらよろしくお願いいたします。 
【清水特別委員】 ちょっと、じゃあよろしいですか。 
【沖部会長】 はい、清水委員お願いします。 
【清水特別委員】 今の資料３で６ページが一つの結論で、教えてほしいのですが，今後

の水資源関連政策に対して、国土強靭化とか、説明があった４つのものがあって、これを

受けて安全、安心できる水を確保してという文章があって、その下に「大規模地震対策」「施

設の老朽化対策」、危機管理渇水の、この３つについて重点を置くという意味なのですか。

この書き方がよくわからない。それとも、今日これについて説明するという意味ですか。 
【芳賀企画専門官】 説明がちょっと舌足らずな部分があったかもしれませんけども、こ

れまでにご説明させて頂いたいろいろな国の政策、指針ですが、それらと整合性を図りつ

つ今回の我々の目指す水資源政策のあり方の中では、この３つの項目については特に重点

的な政策ということで今後議論していただきたいということで、この３つのテーマを挙げ

させていただいているところでございます。 
【清水特別委員】 中間とりまとめ、こちらの資料ありますね。２ページですね。２ペー

ジの資料のところで「５つの水資源政策と１５の具体的取組」と言って、確か中間とりま

とめでは，ゼロ水も大切だけど、ゼロ水もその中の１つで、安全、安心だけじゃなくて持

続的な水利用の社会とか、健全な水エネルギー物質循環とか、それから啓蒙とか、教育と

か、さらに世界の水問題に関する、こういう５つの柱が，中間とりまとめでは一つの骨子

っていうか、枠組みだったと思うんですけれども、今回のこれ見ると、この５つの中の特
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に，ゼロ水みたいなものだけを中心にやろうという論になっている。 
【廣木水資源計画課長】 少し説明が不十分だったかもしれないですが、必ずしもそうで

はなく、今までの中間とりまとめをベースに、更にこういう新しい計画が出てきたので、

そういうところをもう少し書き込んで中を充実させようということであります。ですから、

５つの政策、１５の取組は全く変わっておらず、それにプラスアルファでこういったとこ

ろを充実して、施策などを書き込んでいこうということです。 
【清水特別委員】 なるほど。絞り込むという意味じゃなくて、ですね。 
【廣木水資源計画課長】 そうではないです。 
【清水特別委員】 わかりました。 
【沖部会長】 ほかにいかがでしょうか。 
【佐々木特別委員】 よろしいですか。 
【沖部会長】 では、お願いします。佐々木委員。 
【佐々木特別委員】 はい、ありがとうございます。資料の３につきまして二、三申し上

げたい。一つは３ページのところに「未来への選択」っていうのがありまして、丸が二つ

あって、２番目の丸のところにもうちょっとくだいた形のこの矢印みたいなのが３つぐら

いありますが、ここの辺りの「人口急増、超高齢化」云々と、こういろいろ書いてありま

すが、この辺のことと、我々が今やっている水資源政策とがどういうふうに関わるのかと

いう辺りのご説明が欲しいっていうか、その辺のところの関わりがちょっとわかりにくい

っていうことが一つね。 
 それから、もう一つは、次の４ページの「インフラ長寿命化計画」ってありますが、こ

こにいろいろ書いてありますが、ここに書いてあることは我々経営学の分野では「ファシ

リティズマネジメント」っていう言葉、近年非常にある意味でトピックスになっているの

ですが、そこで我々が考えていることと非常に近いということですね。この「トータルコ

ストの縮減」とか「平準化」、「メンテナンス」。ここでは「産業」って書いていますが、我々

の分野でいうと、むしろもう一つ前にメンテナンスそのものをどういうふうに「診断する

か」とかですね。また、その「費用」、それから「いろいろな費用のコストの平準化」をど

うする。あるいは、「だれが負担するのか」というような問題等ですね。 
 それから、個々のいろいろな施設の「用途」とか、「有効活用度」とかね。それによって

はもしかしたら今までの施設を「ダウンサイジング」したり、あるいは「統廃合」したり、

万一の場合は「売却」っていうこともあり得る、民間へもね。そういうようなこと、ある

いは「用途変更」とか、その辺のことを全部含んで「ファシリティズマネジメント」とい

うような考え方が一つの分野として定着しつつあるのですが、ここに書いてあることがね。

私はそういうようなイメージを持ってこれを読んで、非常に似通っているなということで、

この長寿命化計画というのは非常に興味があります。 
 それから、最後に６ページのところのこの右のほうの赤い大きな矢印があって、大きな

四角がありますね。四角の上辺りに、せっかく我々が今までやってきましたから、１行ね。
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「幅を持った社会システムの構築」と、こう入れてもらったらいいのではないかなと思う

のですね。その中身がこの四角の３つだよと、赤い四角の中の３つだと、そういうふうに

書いていただいたほうがありがたい。以上です。 
【沖部会長】 いかがでしょうか。 
【芳賀企画専門官】 答えられる項目について答えていきます。まず、１点目の「未来へ

の選択」というところで、ここに記載した趣旨でございますが、一般的には人口減少を迎

える中で２０５０年には日本の総人口が１億人を割るということが推計されている一方で、

平成２６年の６月に閣議決定されたこの骨太方針の中では、５０年後にも１億人程度の安

定した人口を保持するという内容があったことから、我々も今後このようないろいろな動

向についても注視していく必要があるということを、今回はここに記載させていただいた

ところでございます。 
【佐々木特別委員】 水の需要想定と関わるようなことですか。 
【芳賀企画専門官】 はい、そうです。 
【佐々木特別委員】 わかりました。 
【芳賀企画専門官】 やっぱり人口動態は、水の需要に非常に影響を及ぼすということで、

そこについては十分にその動向について注視をしていくということです。 
【佐々木特別委員】 １億人という、そういう。 
【芳賀企画専門官】 はい。 
【佐々木特別委員】 なるほど、はい。 
【沖部会長】 ほかにいかがでしょうか。よろしいようでしたら次に進みたいと思います。

それでは、続きまして資料４「ゼロ水（危機的な渇水）への備え」につきまして、事務局

よりご説明よろしくお願いいたします。 
【芳賀企画専門官】 資料４「ゼロ水（危機的な渇水への備え）」についてでございます。

この資料は先日の９月２２日に開催されました社会資本整備審議会河川分科会の気候変動

に適応した治水対策検討小委員会第１６回から抜粋しておりまして、その検討状況につい

てご紹介させていただきます。 
 １ページ目でございますが、気候変動による渇水リスクの増大と気候変動の状況を示し

たものです。異常少雨の年間出現数と、「日降水量１．０ｍｍ以上の年間日数の経年変化」

をグラフに表わしております。ここでいう「異常少雨」というものは１９０１年から２０

１３年の１１３年間の各月における月降水量の少ないほうから１から４位の値と定義して

いるところでございます。異常少雨の年間出現数は、１９０１年から２０１３年の１１３

年間で増加し、日降水量１ｍｍ以上の年間日数は減少しておりまして、気候変動の変化の

傾向としましては、渇水リスクが増大しているのではないかと考えられます。 
 ２ページ目ですが「近年の渇水状況」としまして平成２５年度の全国の渇水状況と近年

３０カ年の渇水による減断水の状況を図示しております。平成２５年度の取水制限状況を

見ますと、利根川水系、豊川水系、吉野川水系などでは１カ月以上の取水制限が行われて



8 
 

おります。また、「最近３０ヶ年の渇水による減断水の状況」を見ますと、関東、東海、四

国といった、いわゆるフルプラン水系におきましても、その一部の地域では８カ年以上の

渇水による減断水が見られているところでございます。 
 ３ページでございますが、「危機的な渇水による被害」としまして、渇水による経済的損

失の例を示しております。世界的に見ますと、日本の平成６年の「列島渇水」と比較しま

して、かなり大きな経済的損失を被るほどの大きな渇水が世界で発生しております。 
 ４ページでございますが、危機的な渇水の市民への影響としてとりまとめております。

「経済的被害」、「手術困難、透析困難による患者の移転」など病院の治療への影響のほか、

「渇水疎開」、「消火栓の圧力低下による消防用水の不足」、「休学措置」といった社会への

影響、また、「トイレの使用の影響」、「洗濯への影響」、「ストレスの増大」などで人体への

影響といった市民生活の影響が発生します。また、断水によりまして、火災の消火ができ

ず焼死というような二次被害も発生するということでございます。 
 ５ページ目は渇水時の地下水の利用でございます。関東平野北部の事例ですが、平成６

年に地盤沈下が進行していることが下段のグラフの「地盤沈下面積の変遷」や、「地表面沈

下量経年変化」の赤い点線部に表れているところでございます。渇水でありました平成６

年度に地盤沈下が進行しているということもあり、渇水時の地下水の適正な利用ルールの

検討が必要であると考えられます。 
 続きまして６ページでございますが、フルプランで計画されております「水資源開発施

設の整備状況」を整理しております。日本の産業や人口の集中しているフルプラン地域で

は、計画的に水資源開発施設の整備が進められていますが、世界の主要都市におけます一

人当たりの貯水量と比較すると、まだまだそれほど大きくはないという状況でございます。

「渇水に対する計画基準」を見てみましても、１０年、または５年に一度発生する渇水に

対して安定的な取水を計画しているところですが、カリフォルニアでは「既往最大渇水」、

オーストラリアにおきましては「１００年に１回の渇水レベル」で計画されているところ

でございます。 
 ７ページ目でございますが、吉野川を事例としまして「ダムを計画した際の基準年に比

べて、近年、水供給能力が低下している」ことを示したものでございます。上段のグラフ

では、一番左にあるダム計画年の降水量に比べまして、近年の少雨年の降水量の平均値が

低くなっております。また、下段のグラフではダムの計画時点の供給能力であります「開

発水量」に対しまして、最近２０カ年では供給能力が低下していることを示した図でござ

います。近年２０カ年で一番流況が悪かった２００８年では、開発量に比較して安定的な

供給が可能な水量は５７％に低下しているところでございます。 
 ８ページ目からは今後取るべき適応策を整理しているところでございます。「危機的な渇

水に対する被害・影響の最小化」を目標としまして、気候変動の影響を踏まえ、より厳し

い渇水が発生する可能性があるとの認識のもと、過酷状況を想定した危機管理の準備をし

ておく必要がありまして、渇水が発生した場合の適応策の検討を行うことであり、そのポ
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イントとして、「気象予測も含む、渇水予測技術」や「タイムラインに基づいた意思決定基

準」など連携手順が示されております。 
 次の９ページでございますが、「危機的な渇水対策の個別の検討内容」がまとめられてお

ります。生命維持のための必要最小限の水の確保、渇水発生時の「応援給水体制」、「渇水

時の地下水の適正な利用」、「海水淡水化装置の活用」、「危機的な渇水対策ガイドラインの

作成」などがまとめられております。 
 １０ページ目には「危機的な渇水への対応」のイメージとして、「平常時の備え」や「渇

水時の対応」の実施例を示しております。表では「平常時」、「渇水発生前」、「渇水」、「深

刻な渇水」、「危機的な渇水」といった、渇水の各段階において、国、県、自治体、ダム等

の施設管理者・水道事業者、住民等が何をするのかという対応の例が示されております。

渇水の被害、影響を軽減するために、渇水の各段階においてどのような対応ができるのか、

あらかじめ検討して関係者が共有していくことが危機管理において有効であるということ

が考えられております。 
【沖部会長】 ありがとうございます。それでは、ただいまご紹介いただきました資料４

につきまして、ご質問、コメント等ございましたらよろしくお願いいたします。じゃあ、

小浦委員お願いします。 
【小浦特別委員】 ちょっと教えていただきたいんですけど、供給側の備え、水資源を確

保することの方向性としては理解できたんですが、使う側の水にもタイプがいろいろあり

ますよね。農業用水から生活用水まで。何かそういった使用目的に応じて、渇水が発生し

たときにどこから減らしていくかとかですね、何かそういう優先順位づけってあるのでし

ょうか。用水の量、供給する側のほうと使う側との関係というのは一般的に基本的にどう

いうふうになっているのか教えてください。 
【沖部会長】 お願いいたします。 
【廣木水資源計画課長】 平たくいうと、話合いをするということであります。大きな水

系で例を取りますと、毎年水をたくさん使う時期っていうのは４月から田んぼに水を入れ

るます。５月、６月となり、だんだん暑くなってきて水の量が増えてくるということにな

ります。そうしますと、今年、例えば雨が少なかったらどうするということになりまして、

主だった水を使う農業用水、工業用水、水道に関する利水者の方々が集まりまして、そこ

に当然ダムの運用者なども入っておりまして、こういう事態が発生したらおおむねこうい

うことをしていこうというようなことをあらかじめディスカッションします。 
 もちろん、だんだん事態が本当に渇水になってきますと、違う事態が生じることになり

ますので、実際に決定するのはその時、その時で考えますけれども、最初にそういうお話

をして、だんだん状況が切迫してくると、その都度状況を見て互助の精神で水の譲り合い

をするだとか、あるいは一部の利水者は水の給水制限に踏み切るとか、だんだん段階を追

って進めていくということです。 
【小浦特別委員】 ということは、地域によってもその判断はそれぞれに異なるというふ
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うな理解でよろしいんですか。 
【廣木水資源計画課長】 おっしゃるとおりです。 
【沖部会長】 部長、お願いします。 
【藤山水資源部長】 わかりやすくいうと、歴史的に河川から水を取水している年限が長

いほど強い発言力というか、既成事実としての強さがあります。私たちは昔からここで水

を取水しているんだというところが根底的にあります。ですから、いろんな調整をする段

階でも、その不文律というのは大体どこでも一緒だと思ってもらって結構です。 
 平成６年の渇水のときに、大きくいいますと、利根川、荒川水系などでは工業用水、農

業用水、都市用水、一律このステージに来ましたから１０％カットにしましょう。このス

テージになりましたから２０％カットにしましょうとした。このステージになりましたか

ら３０％カットにしましょう。中部のある水系ですと、農業用水は何％カットですけれど

も、工業用水は自分たちはほかの余力があるので、例えば５０％カットにしましょうだと

か、用途別にパーセンテージが変わる場合もあります。あと、地域によっては同じ水系で

も、この地域は取水制限まだ入らないけども、この地域には入りますというところもござ

います。 
 ダムを整備をして水を貯水するために投資をして、それによって水利権を得ている方々

は、どちらかといったら歴史的には後発になります。いろんな水系で問題になりがちなの

が、先ほどいいましたように古くから水利権というか取水の実態を持っておられる方と、

そういう後発の水利権を取得した方々との間でいろんな問題が起き得るので、そこで難し

い調整をそれぞれの河川でしている。ちょっとここから先はちょっと奥歯にものが挟まっ

たいい方になりますが。これ以上のことはまた質問いただければお答えします。 
【小浦特別委員】 ということは、計画的に何かを事前に決めるっていうよりも、対応型

でしているっていうことは理解していいんですね。 
【藤山水資源部長】 はい。 
【沖部会長】 では、お願いします。 
【槇村特別委員】 すいません。この資料４について、「河川分科会 気候変動に適応した

治水対策検討小委員会」と書いてございまして、ほかにはいろいろ問題があるかと思いま

すが、治水に関連する内容ついても検討されたのでしょうか。 
【廣木水資源計画課長】 ここに「治水」と書いてありますが、海の話でいえば、高潮で

すとかもやっております。それから渇水。ですから、オーバーオールにいろんなことを考

えていきましょうということで議論しています。かなりの部分は治水の話、洪水の話です

が、渇水の話も議論しているということです。 
 これは前提がありまして、環境省でいわゆる気候への適応策を政府全体で作るという意

思決定が政府としてございます。それに対して、では各省はどういうことを適応していか

なければならないのかということをそれぞれ検討することになっています。そうしますと、

国交省としては治水、要するに洪水問題が非常に大きいということは社会の要請ですけれ
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ども、だからといって渇水問題あるいは高潮といった問題を無視するわけにはいかない。 
 ですから、便宜上ではありますけど、この分科会の中で渇水も取り込み、高潮も取り込

み、気候変動に対してどう適応していくかということを総合的に検討していこうというこ

とでございます。 
【沖部会長】 よろしいでしょうか。ほかにもしございましたら。 
 ただいま児玉委員おいでいただきましたので、本会議は成立ということになります。な

おさらいっそう丁寧な審議をよろしくお願いしたいと思います。 
 それでは最後に十分な議論に。 
【廣木水資源計画課長】 すいません。１点だけ。 
【沖部会長】 はい、お願いいたします。 
【廣木水資源計画課長】 先ほど佐々木委員のご指摘にまだ事務局がお答えしておりませ

んでしたので、その部分を付言させていただきます。二つございます。２点目のファシリ

ティマネジメントでございますが、お話を伺いまして、まさにほとんど同義といっていい

ぐらい近い概念でございますので、このファシリティマネジメントにつきまして、我々も

また勉強させていただきたいと思っています。 
 それから、３つ目の幅を持った社会システム、資料をそのように修正させていただきま

す。どうもありがとうございました。 
【佐々木特別委員】 ありがとうございます。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 それでは、ほかよろしいようでしたら、先に進ませていただきたいと思います。それで

は、「資料５ 最終とりまとめに向けて－中間とりまとめの整理－」につきまして、資料６

の「今後の水資源政策のあり方について 答申（素案）」と併せましてご説明よろしくお願

いいたします。 
【芳賀企画専門官】 それでは「資料５ 最終とりまとめに向けて－中間とりまとめの整

理－」についてご説明いたします。この資料については、中間とりまとめのおさらいとい

うような資料ありまして、そのような位置付けでございますので簡単にご説明させていた

だきます。 
 １ページ目でございますが、中間とりまとめにおいて整理した、５つの資源政策と１５

の具体的取組についてまとめた資料でございます。５つの水資源政策というのは、「安全・

安心水利用社会」、「持続的水利用社会」、「健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社

会」、「教育・普及啓発による水の「恵み」に感謝し「災い」に柔軟に対応できる社会風土・

文化の醸成」、「世界の水問題解決や水関連技術に関する国際社会におけるプレゼンスに関

する取組」であり、それについてそれぞれとりまとめております。 
 また、これらの取組を実施することによって、「幅を持った社会システム」につながると

いうことでございます。 
 次の後ろのページでございますが、その幅を持った社会システムの概要について２ペー
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ジ目に記載しているところでございます。これは中間とりまとめのときに添付し、議論し

た資料でございますので、参考にしていただきたいと思います。 
 次に３ページ目から５ページ目でございますが、先ほどの１５の取り組みにつきまして

詳細に記載した資料になっております。これについても中間とりまとめにおいて整理した

資料でございます。 
 ６ページ目でございますが、これは中間とりまとめの最終項に記載しておりました「最

終とりまとめに向けて議論を深める内容」をまとめているところでございます。これも中

間とりまとめから抜粋している内容でございます。 
 この資料５は、これまでのおさらいということでございます。さらにこれまで説明して

きた、資料３の「水資源に関連する政策」、資料４の「危機的な渇水への備え」、「資料の５」

を勘案し、中間とりまとめに加筆する必要がある内容について、次の資料６答申（素案）

に反映しております。 
 引き続き、資料６についてご説明させていただきます。資料６をご覧ください。答申の

素案でございますが、最終答申とりまとめに向けて、当内容について調査審議していただ

きたいと思っております。まず表紙でございますが、中間とりまとめからの「追加修正」

や「表現の適正化」とした部分については今回赤字で追加記入しております。追加の記載

部については、本日これまでの説明を踏まえて資料に反映しているところでございます。 
 １ページ目から２ページ目です。「はじめに」ということで記載しておりますが、前半部

分については水資源の現状とこれまでの調査企画部会の経過について記載しております。

特に後半部分に記載したところでは、「今後の水資源政策について」という部分でございま

すが、「水資源開発促進」から「水資源安定供給」へのステップアップを図るということで

ありまして、これからは、限られた資源である水をいかに安定的に供給するかということ

が重要であるということが示されております。 
 つまり、これまでの水資源政策は、増大する水需要に対しまして、新たな水資源開発に

よりまして供給量を追いつかせるという、いわゆる「キャッチアップ」を図ることを目的

に展開してきましたが、今後の水資源政策では、地震等の大規模自然災害や危機的な渇水

など、いわゆる「低頻度高リスク」をはじめとするあらゆるリスクに対して、国民生活、

社会経済活動に甚大な被害を及ぼす水の途絶ということが起きないように、ソフト対策を

含めまして安定的な供給を実施する「水資源安定供給」へのステップアップを図ることが

必要になっているということを記載しております。 
 次からは、変更点だけを説明していきます。次の変更点は、６ページでございます。こ

れも先ほど説明してきておりますが、水の需要に影響を及ぼす人口の動態というところで

ございます。２０５０年には日本の総人口が１億人を割るということが推定されていると

ころですが、一方では、先ほどご説明しました「経済財政運営と改革の基本方針」、いわゆ

る「骨太の方針」の中では、「５０年後にも１億人程度の安定的な人口構造を保持する」と

いった内容がありまして、このような動向についても十分見ていく必要があるということ
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で追加記載しております。 
 次に１５ページでごさいますが、「新下水道ビジョン」です。昨今の社会経済情勢の変化

に対応しました管理運営自体に新たな下水道の政策体系としまして「新下水道ビジョン」

が平成２６年７月にとりまとめられたということでございます。 
 次に１８ページ目でございます。これは「国土強靭化基本計画」が、平成２６年６月に

閣議決定されまして、「災害時でも機能不全に陥らない社会経済システムを平常時から確保

すること」や、基本的な方針としましてハード対策ばかりでなくソフト対策も適切に組み

合せるということが示されているということでございます。 
 同じく１８ページでございます。平成２５年１１月に政府においてとりまとめられた「イ

ンフラ長寿命化基本計画」に基づきまして、「インフラの維持管理・更新等を着実に推進す

るための中長期的な取組の方向性を明らかにする長寿命計画」、いわゆる「行動計画」を策

定するとされたところでございます。先ほどご紹介しましたように、農林水産省と国土交

通省においては策定されております。 
 ２４ページ目でございます。国土交通省におきましては、２０５０年を視野においた今

後の国づくりの理念や全国の各地域や都市のあり方としまして「国土のグランドデザイン

２０５０」が７月にとりまとめられたということでございます。 
 次は３０ページ目でございます。「はじめに」のところで記載しているところでございま

すが、今後の水資源政策は、「水資源開発促進」から「水資源安定供給」へとステップアッ

プを図るとしておりまして、限られた資源である水の安定供給が重要であるということを

記載しているところでございます。 
 同じく３０ページでございます。水資源に関連する情報の把握については、ＩＣＴ、い

わゆる情報通信技術などの技術革新も検討していくということを記載しております。 
 同じく３０ページでございますが、災害時におきましても被害を最小限に抑えて水供給

を継続できる準備、備えが重要であるということを記載しております。 
 ３１ページ目でございます。これについては表現を正確にするということで修正してお

ります。更新・改築時には維持管理を考えた必要な施設を追加するということ、再編は更

新に合わせてということを追記しております。 
 ３１から３２ページ目でございます。先ほどの危機的な渇水、ゼロ水への備えというと

ころでもありましたが、危機的な渇水に備えまして、各水系の関係者におきましては、渇

水被害を軽減するための措置の合意形成が図れるように取り組むことを推進するとされて

おります。 
 次に３３ページ目でございます。これは今年５月に「雨水の利用の推進に関する法律」

が施行されたということを追加しております。 
 ３４ページ目でございますが、これは水資源政策と深く関わる「水循環基本法」が平成

２６年７月１日に施行されましたが、今後引き続き「水循環基本計画」を策定することに

なっているということでございます。また、これまでの調査企画部会におきましても水循
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環に関わる事項についても先取りした形で審議してきたところでございますが、これにつ

いても「水循環基本計画」と整合性を図りつつ取り組みを推進していくということを記載

しております。 
 最後、３６ページについては「あとがき」ということで記載しております。以上でござ

います。 
【沖部会長】 ありがとうございます。本日この資料６が答申の素案ということで、本企

画部会の最終的なアウトプットはこちらになりますので、次回もう１回案が示されて、細

かい点の修正はそのときにまたご意見いただければと思いますが、本日はこの項目につい

ていかがなものか。あるいは書かれていないことに関しまして、こういうことも議論した

はずではないかといった点を是非幅広にコメントいただきまして、よりよい答申をお返し

できるようにしたいと思いますので、どうぞお一人ずつ後でお聞きします。その前に、で

は部長から。 
【藤山水資源部長】 はい。ちょっと舌足らずの説明のところがありまして、今回、数カ

月ぶりに再開して、中間とりまとめと答申の間でどういう関係性なんだと。私自身はこの

間に新しい部長として任命されて、この中間報告、中間とりまとめを読ませていただいた

ら、言い尽くされているのではないかと。この上どこをどう深堀りして議論して、どうい

う打ち出しにしていくのかという問いかけを内々的にしたところです。 
 それで、この別立て資料の５に書いてある、先ほど清水先生からお話があった５つの政

策と１５の具体的取り組みっていうのが書いてあって、この資料の一番最後に、中間とり

まとめの最後のほうのページに、この分野について深堀りしていきましょうよということ

が少しだけ書いてあるんですけれども、これをじゃあどこまで深堀りするのかという趣旨

も含めまして、今日、例えばゼロ水の話だとかのことを資料として添付したわけです。こ

の中間とりまとめに対して「答申」という表紙の原案にして今赤字で付加されたものは、

状況変化の部分、新しい情報を加えたものがほとんどでございます。 
 少しだけ書き込んでいるのが実は３０ページのところ。３０ページのところの大きなⅢ

のところ、真ん中のところに、これは前書きのところにも書いてありましたけれども、「こ

のためには、従来の水資源政策の「水資源開発促進」から「水資源安定供給」へとステッ

プアップし、限られた資源である水をいかに安定的に供給するということが重要である」

ということを原案として書かせていただいているんですけれども、ですから約１年近くか

けていろいろ議論されてきて、この中間とりまとめをしていただいたと。 
 この中で大きく何を言おうとしているのかと問われたときに、ここの答申としては、こ

ういうことを提言いただいたんだというところの柱を実は１５個打ち出すのはなかなか難

しいところもありまして、特にこの部会の方々からこういうところに力点を置いて答申を

いただいたんだというのを後でご説明するときに、答申の骨格は中間とりまとめでもう相

当議論されてこういう形になっておりますので、強くいいたいところ、あるいは流れの方

向性としてこういうところが改めていいたいところだなというところを強く推していただ
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ければ、そこのところの表現をどうするなり、私どもがこの答申をいただいて、それをこ

の行政に生かしていく上で、そこの視点はトッププライオリティ、あるいは強く関係機関

に対しても働きかけていくなりの対応を取っていく必要があろうかと思います。 
 ですから、ロングスパンでやっていかなきゃいけない仕事と、ある程度急いでやってい

かなきゃいけない仕事と、幾つか入っていると思いますけど、それも含めまして改めまし

て幅広にご意見をいただければというふうに思います。 
【沖部会長】 ありがとうございます。というようなことでございますので、本日いただ

いた素案、赤字のところだけではなくて、どちらかというと最初に示された資料５のほう

でございます１ページの「５つの水資源政策と１５の具体的取組」。それを文章にしたとき

に、どの辺りに力点、外へのメッセージとしてはどれを主に出す、先ほど槇村委員からで

したっけ。選んでるのっていう話がございましたけれども。清水委員でしたかね。どれか

優先順位を付けることかという質問がございましたが、優先順位というよりはわかりやす

く伝えるためにどれを表に出していくのかということに関しましてもご意見をいただきた

いということかと思います。 
 お一人ずつということで参りたいと思いますが、よろしいでしょうか。じゃあ、木下委

員から。 
【木下専門委員】 今のご指摘に対する答えにならないかもしれませんが、私が気付いた

ことをお話しします。老朽化とか長寿命化の話が前段にありましたが、それを考えると、

水資源開発施設の場合、施設そのものの老朽化だけでなく、堆積により貯水量が減って供

給能力が劣化していくという問題があります。洪水調節能力の問題だけでなく、水資源開

発としての機能も低下するということです。そういったことも考慮に入れて、ダムの長寿

命化対策として掘削する間は利用できないのでほかのダムでその容量を確保しなければい

けないという問題もあります。そこまで考慮に入れた施策を考えないといけないというこ

とが含まれるようにしておいたほうがいいと思います。 
 それから、５０年後に人口を１億人で安定させるのをゴールにするとするならば、それ

に向けて利水の安全度も、５年に１回とか１０年に１回、あるいは事実上それより低い安

全度というのを最終的にどの程度の安全度にもっていくのか。海外ではもっと安全度を高

く設定しているということもありますから、安全度を上げていくというようなことも、あ

るいはバラバラの安全度をそろえるとか、あるいは重要なところは安全度を上げるという

ようなことも課題としてあると思います。 
 それから、そういう数字上の安全度だけでなく、川によっては水を取り過ぎて、いわゆ

る正常流量、流水の正常な機能を維持するための流量を十分確保できていない川もありま

す。直轄管理しているような一級水系だけでなく、二級水系にもあります。沖縄の河川は

特に水を取り尽くしてしまっているような状況がありますから、そういうところを取り戻

すとか。あるいは、施設を更新するときに、そういうことも考慮するとか。例えば取水施

設などを更新すると漏水が減るから取水量を減らせるということもあるかもしれませんか
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ら、そういうことも考慮するといいと思います。 
 そしてもう１点別の話ですが、今日たまたま日経新聞の経済ノートを見ていると、水道

料金が工場などでたくさん取れば取るほど逓増する料金体系になっているとありました。

大量に取ろうとすると料金がアップするので、地下水に切り替えている企業が多いという

ことが書かれていました。 
 そういうことで、地下水取水がもし増えていて地盤沈下がせっかく沈静化しているのが

悪化する可能性があるのかどうなのか、その辺は検討されているのか。もしそういう問題

意識があるのであれば、どこかでそういうことも入れておく必要があると思います。 
【沖部会長】 ありがとうございます。地下水の一体的な管理といった言葉が確かにあん

まりこの中では見えないかもしれないですね。 
 それでは、引き続きまして小浦委員お願いいたします。 
【小浦特別委員】 すいません。まだちょっとちゃんと読み込めていなくて申し訳ないん

ですけれども、さきほど部長のほうからご指摘のありました「水資源開発促進から水資源

安定供給へ」というのはとても大事なところで、中間報告のときには、これはうまく表現

できていなかったんではないかなと思います。この表現で私はいいと思うんですが、逆に

これをテーマにしたときに、もう１回ちょっと全体を点検してみる必要があるんじゃない

かと思います。 
 たくさん水資源を開発していくという方向ではなくて、需要の変化であったり、何に使

うのか、使い方の変化であったり、それが減っていく方向であるかもしれないなかでも、

環境のこととか、水循環全体からみると、今の施設で十分対応ができなくなっていく可能

性もあるということが安定供給を考えていくときのバックグラウンドになっているのかな

と思います。そういった需要側の変化と供給側の新たな課題との関係性がもうちょっとわ

かりやすく書かれることかと思いました。すいません。ちょっともう１回もう少し読ませ

ていただいていいですか。 
【沖部会長】 はい、もちろんです。 
【小浦特別委員】 すいません。 
【沖部会長】 第２ラウンド目も行きたいと思っておりますので。 
 まだ来たばかりで何のことかと思われているかもしれない児玉委員お願いします。 
【児玉専門委員】 私もやっぱり量から安定供給という形で質のほうにポイントを置いた

というのが何か一番こうポイントを置くべきじゃないかなというふうに思います。私、国

交省の高速道路のあり方の審議会の委員もやっていて、そこでは今までは高速道路を作る

ということにポイントを置いてきていて、それがだんだんネットワークができてきて、首

都圏では環状道路が今度できますので、そこをいかにこううまく使うかという議論をして

いるわけですね。そこで出てきてるのが、賢く使うと、こういうフレーズが出てきていま

して、水に関してもやっぱり賢く使うと、こういうポイントが必要なのかなというふうに

思った次第です。だから、要するに量から質への転換というところがやっぱり大きいのか
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なというふうに思いました。 
 それから、さっき「水循環基本計画」っていう話が出てきていますけど、これは一体ど

こがどういうふうにして決めて、どういう内容になるのかっていうのを教えていただけれ

ばと思います。以上です。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 質問も入りましたので、ではここまででお答えいただけるところをお願いいたします。 
【廣木水資源計画課長】 では答えさせていただきます。木下委員から幾つかご指摘をい

ただきました。まずは供給能力の劣化についても、長寿命化の中で考え、または表現する

べき。誠にそのとおりだと思うので、これは加筆修正させていただきます。 
 それから、５０年後１億人でだんだん人口フレームが変わってくるということで、その

検討も必要ではないかと。おっしゃるとおりだと思います。非常に我々は大きなポイント

だと思っておりまして、この数カ月でございますけど大きな変化があったと思うことは、

今まで人口に対して水需要としてどう追っていくかという時に、将来について人口は動か

すことができない自然の流れだということが今までの政府の方針でもないのですが、これ

ではだめだと人口というのは改めて目標として考えていかなければならないということが

政府としての大きな方針転換だと思っておりまして、これに合わせて水資源政策も十分考

えていく必要があるということであります。 
 いってみれば、今の段階で水がないから人口が減るというような状況にはなっておりま

せんが、少なくとも人口について国家として考えていく中で、水資源としても貢献をして

いくということは大変重要だと思っておりますし、それを反映して参りたいと思います。 
 また、併せまして環境の問題についてでございますが、正常流量という形で表される環

境のための水の問題をやっぱり水資源政策としてもう１回見直す必要があるのではないか

ということは、非常にこの安定供給という意味では大変大事なポイントになって参ります

ので、改善をさせていただきたいと思います。 
 それから、地下水のご指摘がありました。今から申しますが、「水循環基本法」でも大き

な課題として取り上げられ、法制化されております。そういう意味では、この「水循環基

本法」、それからそれに伴います「水循環基本計画」の中で表流水と地下水の一体化につい

てどのように取り扱うかという議論は少なくとも我々は避けて通れないと思っております。

非常に大きな問題ですので、この水資源政策の枠のかなり外に出る部分もあると思います

が、少なくともこの最終とりまとめでは何らかの表現でもって触れて参りたいと思ってお

ります。 
 小浦先生のお話ありました開発から安定供給へという打ち出しをするのであれば最終報

告そのものが全体点検の必要があるのではないかということについてですが、誠にそのと

おりだと思います。その目で改めてこの柱の中で安定供給という観点からどう修文、かつ

改善していくかということは、これから対応させていただきたいと思っております。 
 それから、児玉先生のご指摘いただいた賢く使うという部分は、この言葉をいただきた
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いと思っておりまして、お三方の先生方で開発から安定供給へという、キャッチフレーズ

のところについてはポジティブなコメントをいただきました。そうすると、今度何をしな

ければならないかというと、それはどういうことかについて、もう少し書き込んでいかな

ければいけないのではないかと思いますので、入れさせていただきたいと思います。 
 それから、「水循環基本計画」、「水循環基本法」についてについて少し、解説しなければ

ならなかったのですけれども、長年、水というものが今まで縦割り管理されてきたのでは

ないかという社会一般的な議論がありました。そういった議論が国会のほうでも議論をさ

れて、最終的に議員立法でもって、今年の３月に「水循環基本法」が出来上がりました。

この資料にもちょっと概要は付けていますが、これから何が起きるかということでありま

すけども、その法律に基づきまして「水循環基本計画」という全体の傘となるような大き

な計画、それがどれだけ具体的かどうかはわかりませんけれども、そういう計画を作って

参ります。 
 偶然、私どもの水資源部の中に、この政府の内閣の「水循環基本計画」の政策本部の事

務局ができまして、事務局長が水資源部長で、私もその責任者の一旦を担っております。

そういう意味で、この最終とりまとめの検討部隊と「水循環基本計画」の検討部隊という

のは合致しておりますので、ある意味逃げることができない状況でありますので、そうい

う意味では、この「水循環基本計画」の中にもこの最終とりまとめの精神といいますか。

あるいは、具体的な提言を取り上げて参りたいと少なくとも事務方としては思っておると

ころでございます。またそういうところでいろいろご指導をいただければと思ってござい

ます。以上です。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 では、引き続きまして佐々木委員お願いいたします。 
【佐々木特別委員】 はい。ありがとうございました。意見を少し申し上げます。本日新

しい資料は、資料の３、４ですか。出ましたが、それは冒頭に事務局のほうからご説明あ

ったように、まず我々はこの調査企画部会、これでやってきたことと同時並行的にほかで

作られ、進行してきた、いろいろな政策に関わるような考え方を今日はわれわれのまとめ

案に補足していく。それで、それをどういうふうに我々のまとめの中に取り入れたらいい

かっていう発想があるわけですね、初めから。その辺のことがこの資料の６の中にどうい

うふうに入っているかというところが一つのポイントだと思うのですね。 
 その点から拝見すると、私、結論的に申し上げますが、幾つかこの赤字で修正っていう

か、追加されている部分がございました。部分的な修正というか、加えられたところはそ

ういう資料に関係して、６ページとか、１８ページの２カ所とか、２４ページ、３３ペー

ジ、３４ページ、この辺ね。全部資料の３とか４で出てきたような新しい考え方を赤字で

盛り込んであるわけですね。その辺は非常によくできているのじゃないかと私は思います。 
 それから、もっと基本的なところで非常に注目するべきことは、先ほども部長さんがお

っしゃったのですけども、ここにこの資料の６でいえば冒頭のところの「はじめに」のと
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ころで、事務局のほうからお読みになりましたが、１ページの終わりのほうから２ページ

にかけてのところですね。ここのところでほとんどもう尽きていると私は思いますが、そ

のことがまた３０ページと３６ページの「あとがき」のところにも出てきている。そこの

ところがポイントだと思うのですね。 
 それはもっと簡潔にいえば、この２ページのところの一番上の文章。要するに、従来、

これまでの我々というか、フルプランがそうなのですが、扱ってきたものは、この供給量

をどうやって増やすか、需要に対して供給量をいかに増やすかという、「キャッチアップ型」

であった。それがそろそろ反省しなきゃいけないのじゃないかというところが前回の我々

が関係した平成２０年でしたか。すでにその辺の考え方が出てきているのですね。それの

発展型というか、一応の形をとったのが今回のこの中間とりまとめであろうというふうに

私は思っています。 
 その点からいうと、この「はじめに」とか終わりとか、３０ページですか。その辺に３

カ所出てきますが、今までの考え方から今後はこうあるべきだということをいっていると

ころが、今回のエッセンスなわけですね。問題は、後はそれを今後のフルプラン作りにど

う生かすかというところだろうというふうに思います。その点で、私は今回のこの資料の

６は非常によく作られている。それから追加していただいた赤字の部分も非常に良いと、

よく作っていただいたというふうに思います。資料、非常に高く評価をいたします。 
 それから、ちょっと地下水問題、これは木下委員から出ましたが。この問題は、それか

ら部会長のほうからあんまりこの場で議論されなかったとおっしゃったのですが、私は、

この問題はどちらかというと経営の問題なのですね。つまり公営企業の。だからあんまり

いわなかったのですが、もう現実にこの問題は私が住んでいる関西などでも、神戸市や西

宮市でもこの地下水問題は答申を作っていますとね。すでにいろいろやっているのですよ。 
 どういうことかというと、公営企業としての水道企業の経営がどうしてこの地下水と絡

むかというと、先ほどちょっと木下さんがおっしゃったように、水道のこの料金体系です

ね。料金表。これがいわゆる高度成長時代を受けて水を節水して使おうという考え方があ

って、いわゆるご承知のとおり節水型逓増制を取っているわけね。節水型は社会全体にと

ってはいいのですけれども、１個の個別の企業体である水道企業とか水道事業体の経営と

いう点からいくと、あんまりこう節水されると減収になってしまうということですね。大

口が水を使わないからね。 
 それで、そこのところに今の地方公営企業法、これ総務省管轄ですね。旧自治省。それ

の地方公営企業法にある独立採算制っていう考え方そのものとちょっとこう衝突するとこ

ろあるのですね。これはもう非常に早くから、私は論文では１９８５年ぐらいの論文でも

書いているのですが、現行の地方公営企業法の独立採算制という考え方はそれはそれで良

いのだけど、間違いじゃないのだけども、こういう点で一部限界が出てきているよと、一

部修正する必要があるということで、節水型の料金体系を取った場合の、社会全体にとっ

ては「プラス」になる。節水でね。ところが、一つの個別の企業としては「減収」になっ



20 
 

てしまうという矛盾があるのですね。それをどういうふうに解決するのかっていうことと

今の「地下水」問題は全く同じことです。 
 それの新しい型が今出来ている「地下水」問題なのです。逓増型の料金で大口の需要家、

特に病院とか、スーパーとか、ホテルとか、そういうようなものが、大量使用したとき、

この料金負担が非常に高いものだから地下水のほうに逃げようとしている。 
 それは一方ではこの地下水を掘るほうの業者ね。こっちのほうがやっぱりこう技術的に

非常に安価で掘れるようになった。それから、膜処理が可能になってきたっていうような

ことがあって、非常に大口にたきつけるのですね。大口に対して、水道から転換したらど

うかって。そういうようなことがあって、大口が水道から逃げるので幾つかの自治体も困

っているのですね。これは全部公営企業としての水道の経営問題なのですね。だから、あ

んまりここでいっても意味がないっていったらちょっとあれですけど、これはどちらかと

いうと総務省が扱わなきゃいけない問題なのですね。 
 その点はずっと気が付いておったのですが、前にここでやったヒアリングのときも総務

省は出てきてなかったのですよね。あるいは、お呼びしてなかったのかもしらないけど。

だから、あんまり個別の公営企業っていうの、水道の、そういうことをあんまりここでは

議論の余地はないのだなっていうふうに私は思って、ここでは余りこれに関しては発言し

てこなかったのですね。 
 だから、あえて今回この「とりまとめ」で終わろうとしているときに、あえてまたこの

問題を議論しようとするとちょっと時間がかかるのじゃないかと思うので、これはあまり

今回のこの我々のこのまとめ中では触れなくてもいいのではないかなというふうに私は個

人的には思っています。以上です。 
【沖部会長】 関連するかもしれませんので、それでは増子委員、もしご意見ありました

ら。 
【増子特別委員】 今のことに関してと、それからほかでもいいんですか。 
【沖部会長】 はい。 
【増子特別委員】 では、いろいろ。じゃあ、今のお話はここ十数年非常に大きな課題に

なっていることでありまして、大口のところが水道の単価が非常に高いということで、地

下水に逃げていっていると。これは「水循環基本法」でも地下水っていうのは公水である

と、公の水であるということを強調していたはずです。私ももうちょっと期待をしていた

んですけども、要するに地面の下は自由に掘れるということで今までやってきたわけです

けども、これはもうそれをやめにしようというふうな流れになりつつあるのかなと思った

ら、そんなに急いで進まないわけですね。 
 外資の土地買占めなんかでも非常に話題になっていた事柄ではありますけども、これは

もう本当に強力にやっていただきたいと。地盤沈下、地下水の低下っていうのはこれから

もあり得ることでありますし、私も前の発表でもってもいっておりましたけども、地下水

っていうのはいざというときのために取っておく。普段は保全をしておいて、渇水や異常
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事態のときにそれを使えるようにしておくっていうのが本来の使い方であるんだというこ

とで、やはり民間での揚水というのは抑制していく方向でもってやっていくのが方針であ

ろうと思います。 
 ですので、今後の水資源政策のあり方ということの水資源には地下水も当然入るわけで

ありますので、こういった方向については、本来はやっぱり民間での地下水揚水はやめよ

うということでやっていくべきものではないかなというのが私の考えであります。 
 それと、ちょっと気付いた点でありますけども、今回、先ほどからお話になっている開

発促進から安定供給へという話ですが、今１、２ページで赤書きで書いてあるところ、特

に後半読まれたところ、これについては非常に腑に落ちる事柄であります。以前この開発

促進から安定供給へっていうのは、事柄的にはかなり入っているわけですけど、明確にこ

の文章で表現されて非常にわかりやすくなっているということで、私は非常にこれをもっ

と打ち出すべきかなという感じがしました。 
 それで、その中に一つちょっと気になったことがあります。先ほどの資料３で赤枠で囲

んだ地震対策、老朽化、危機的な渇水に対応するとありますが、この３つが大事だという

ふうな話であります。確かにそのとおりで、私どもの水道もこの線でやってきたわけです

けども、先ほどの２ページの「はじめに」のところですので、ほとんどのことがこれでわ

かるようになっていなきゃいけないという視点からすると、「老朽化」という言葉が入って

いなんですね。 
 ですので、この一言を入れていただきたい。説明する必要はないんです。だけども、こ

の先ほどの３つのうちの二つはいっていて、もう一つの「老朽化」っていうのは本文では

結構謳っているにもかかわらず、ここではいっていないので、例えば３行目のこういった

「あらゆるリスクに対し」というところの前に「老朽化」を含めたあらゆるリスクに対し

とかですね。何かこの、何しろ「老朽化」っていう言葉が入ったほうがより深みが出るの

ではないかということです。 
 それと、感想としては、開発促進から安定供給へっていうのは、私は水道をもう４０年

近くやっていますけれども、ここ３０年間はもうこのことでずっとやってきたなっていう

今感想を持っているんですね。私、水道をやり始めてから、安定供給が大事なんで、需要

に対応するという意識よりも、地震のとき、渇水のとき、水質汚染のとき、どういうふう

にしたらいいかっていうのがこれまでやってきた仕事の大半を占めているわけですので、

それがようやく水資源の中でも表にこう出てきたなということで非常に感慨深いものがあ

ります。 
 そういった一般の人に非常にわかりやすい開発促進から安定供給へということを標題で

もって言ったほうがいいのかなという気がしましたので、この表題の副題に「「幅を持った

社会システム」の構築」、これはこのままで結構ですが、この後に「次世代水政策元年」と

いうものが何となくわかりにくいようなところがありますので、この括弧内を「水資源の

開発促進から安定供給へ」というようなものがあると、何をいいたいのかなっていうのが
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すぐこうわかる。しかも、「幅を持った」っていうのがどういうことなのかっていうのが、

これが入るとわかりやすくなると思いますので、ちょっとご検討をお願いしたいというこ

とであります。以上です。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 それでは、槇村委員お願いします。槇村委員、すいません。よろしいですか。 
【槇村特別委員】 私ですか。 
【沖部会長】 はい、戻ってくる感じで。 
【槇村特別委員】 増子委員が先にいわれたので少し重なるかもしれませんが、私自身も

水資源開発から水資源安定供給へというのは、今までそう思っていた人がたくさんいるの

ではないかと思っていたのですけれども、これがはっきりと文章に書かれ、「はじめに」と

いうところと、また「あとがき」のところにかかれており、非常にはっきりしたかなと思

います。 
 それで、ちょっと意見が重なりますけれども、方向性としては水資源開発から水資源安

定供給へといった方向性を打ち出して、その方法論として「「幅を持った社会システム」の

構築」ということではないかなと思います。でも、気持ちとしてここからやるぞという意

味では「次世代政策元年」というところも残してもいいかと思いますが、それは整理の中

でお願いできればと思います。 
 それから、資料５の１と少し関連付けてお話しさせていただきたいと思いますが、資料

５の１ページのところですけれども、どこを一番中心でということであれば、やはりこの

１の「安全・安心利用社会」と「〈６つの取組〉」というのがありますけれども、これは文

章としては羅列的に書いてあるので、ここが一番中心だということが何か、１で書いてい

るのでわかるかと思うんですけれども、はっきりとイメージができるような書き方があれ

ばいいのではないかと思っております。 
 それで、今、水インフラの老朽化のお話が出ましたけれども、それと関連いたしまして、

私は「未来への選択」ということで、「未来への選択」人口急減、超高齢化社会を超えて日

本発成長発展モデルの構築をというのは、日本としてはアジアの中、または世界に先駆け

てこういうモデルを作るということで、非常に重要なことだと以前から考えています。そ

こで、やはり１億人程度の規模の人口を５０年後に想定するということで、先ほどお話あ

りましたように、人口動態と水需要をどう絡めるかということです。 
 ただ、私自身はプライベートな話ですけれども子供を育て、介護をし、仕事をしてきた

関連で、ここが非常に早く変わらなければ、５０年後にこうなるためには、現実的にいえ

ば本当にスピードアップしなければ困難であると思っておりまして、この意識が速やかに

変わればと思います。 
 それで、そこに向けて私は水需要がどういうように考えたらいいかということを考えた

のですが、１億人という数字が国として出た段階ではこれに合わせるしかないかなとは思

います。ただ、それともう一つ「国土のグランドデザイン」の話で、資料３の５ページの
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ところで「コンパクト＋ネットワーク」という言葉がございますね。私も「国土のグラン

ドデザイン」を考えたときに、こうならないと仕方ないのではないかと思い、むしろ積極

的にコンパクトとネットワークを進めるべきだと以前から考えております。 
 そうすると、人口が１億人というのは量的な問題ですけれども、これがどのように日本

の国土の中に、都市あるいは町に配置されるかによって量とは別に少し違う考え方をしな

いといけないという状況が出てくるのではないかと思っております。 
 そう考えてみますと、この資料５の１にまた戻りますけれども、資料１のところで「水

インフラの老朽化への対応」という（２）がございまして、２のところで「持続的水利用

の社会」の中に「（１）住まい方等に着目した節水型社会の構築」があるんですね。１５の

取組の中で節水型というのもありますけれども、これからコンパクトになっていったとき

に、どこを老朽化に対して早く対応して、どこを少しゆっくり対応するか。お金があれば

するというようなことで、優先的に老朽化に対応していく必要があるのではないかと思っ

ております。 
 そうすると、単なる「住まい方」という言葉でいいかどうか。都市配置というか、国土

の中でそういうことも含めて考えるということであれば、１の「水インフラの老朽化への

対応」と「持続的水利用社会」は、この（１）のところの何かつなぎみたいなことが非常

に重要になってくるのではないかと思っております。そこが具体的に書き込めるかどうか

わかりませんけれども、やはり老朽化に非常に速やかに対応していこうと思ったときに、

そういうことと関連して政策を考えていければいいなと考えております。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 では、清水委員お願いします。 
【清水特別委員】 はい。だんだん難しいなと思いながら、さっき部長がいわれたように、

ロングタームの仕事と前倒しでやる仕事とわかりやすくするということで、従来型のもの

から安定水供給へと書かれている。これは３カ所書かれています．また，ここには水循環

の大切さとか、そういうものも書かれてあるから、それがバックグラウンドとなって、今

後、「水循環基本計画」が進んで施策になっていく．同じように，ここに，ゼロ水のことや

安定供給のことが書かれているから、従来の水資源開発促進法がひょっとすると水資源安

定供給法に変わるかもしれない。 
 だから、ここでは網羅的に必要なものを書いておく方が良いかなというのが感想です。

開発型から安定供給へ。非常にわかりやすい。だけど、ちょっとそれだけが強調されてい

るかなと。そうすると、ほかの議論，５つの骨子が何となくぼやけちゃうと思います． 
いろんなものが書いてある方が，今後何か動き出すためのバックグラウンドになるという

位置付けで、今後の水資源政策について使われるべき、材料になるものがこんなにも議論

されているという性格が見えたほうがいいと思うのが１点です。 
 それから、２ページ目のところで、安定供給っていう言葉はその前の枕詞に「想定外」

とか「低頻度高リスク」とか、「水供給の途絶」に対しての安定供給という書き方が２ペー
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ジで、最後の「あとがき」のところも危機事象に対しても最低限の水が確保できるような

ことということだから、そういうものが前提にされている安定供給であること。 
 この安定供給は今までだって議論はされてきて、１０分の１とか、２０分の２とかで、

資料を見てみると、３０年間で渇水している例がこれにありました。施設は大体フルプラ

ンのとこで１００％ぐらいから９０％ぐらいできていると見たときに、当初の体力がない

から五十何％までしか対応できないというものがありましたね。 
 だから、それに対する安定供給っていうのはこの中でどう総括されているかと思います

ここで言う安定供給は高リスクに対する安定供給。でも、こういう資料が付いた中で高リ

スクな安定供給に対応しましょうっていわれるとしたら、今までの１０分の１、２０分の

１の安定供給に対してはどう総括しながら、それよりももっとレベルの高い値がもっと心

配と言えるのか。 
 例えば，１０分の１、２０分の１の安定供給というのは，話合いでやれば何とかなりま

した。経済への影響もそれほど大きくないですというところで敷居線を引くのか、インフ

ラの耐震度強化とか、老朽化対策とか、そういう方向のものに行けるはと思うのですが、

では安定供給っていう言葉を使っているときに、やはり前の安定供給の議論を総括してお

いてほしいと思いました。以上です。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 今までのところで、もし事務局側からご返答、コメントございましたら、お願いします。 
【廣木水資源計画課長】 いろいろいただきまして、ありがとうございました。全部答え

られるかどうかはわかりませんが、お答えさせていただいます。 
 一つは佐々木委員から地下水問題のご指摘をいただきまして、要するに昭和３０年、４

０年代の地下水問題を取り巻く社会的状況、それから技術的状況、経済的状況と今の状況

は全然違いますが仕組みは全く一緒だというところに矛盾ができているということはまさ

にそのとおりだと思っております。 
 では、今度どう対処するかということが我々行政の課題なのですけれども、行政という

のはツールがないとそれを改善していけない。一方で、その中で「水循環基本法」ができ、

「水循環基本計画」ができている。これが新しいツールになり得るということが現状でご

ざいます。そういう意味で、我々は新しいツールがある中で、今度はその工具を使ってど

うするかということをこれから考えていくわけでございます。 
 そういう意味では、この分科会で必ずしも該当する部分が修文にならないかもしれない

という佐々木先生のご指摘は、まさにそのとおりになると思いますが、今いただいたご意

見は、今度は我々水循環事務局として受け止めさせていただいて、そちらのほうでもまた

考えていただき、それを有効に活用させていただきたいと思っております。 
 特に地下水の問題はいわゆるコストをフリーライダー的に使っている。要は表流水の水

資源開発に使っているコストを全く使わずに、そこの部分はフリーライドして井戸を掘っ

て水を汲み上げるという、まさに増子委員のご指摘のところもそこに根幹があると思いま
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すが、それをどうするか。しかも、かなり規制が効かなくなってきている。要はポンプ、

あるいは作成の井戸の口径で縛りが効きづらくなってきているということもあると思いま

すので、そういうことを問題認識として考える必要があるということはご指摘のとおりで

ございます。 
 それから、増子先生の「老朽化」、これは２ページにまさに入れなければいけないという

ので修正をさせていただきたいと思っております。 
 それから、標題につきましても、安定供給という言葉を標題に入れることについても十

分前向きに検討させていただきたいと思っております。そのときに、どれが本題でどれが

副題かといった、槇村先生のご指摘もありましたので、それも含めて考えさせていただき

たいと思います。人口論をいいますと、槇村先生ご指摘のように、社会制度の問題になり、

非常に広いのですけれども、私どもとしては、単に１億人がセットされましたので、その

とおりやりますというのではなくて、社会制度の中の水というのもやはり視点としては何

らかの形で言及はしていく必要があると思います。 
 それから、老朽化の問題一つとっても、単に施設そのものを長寿命化するだけではなく

て、どこに優先順位を付けていくかっていうことは大変大事な問題だと思っておりまして、

そのご指摘を踏まえて、何が表現できるかということを考えて参りたいと思います。 
 それから、清水先生のご指摘のとおり、安定型というところについて、我々の表現して

いるところの安定供給という言葉がまだ曖昧に使っているというところが一つ問題点とし

てあるとも思います。そこはこの最終とりまとめでしっかりと取扱いをはっきり示さなけ

ればいけないと思っております。 
 それによって従来の５分の１、１０分の１の議論、それから危機管理の議論、もう一つ

いうと水量と水質の議論、これも安定の一つだと思っておりますので、水が安定供給され

ているのは水量だけではなく水質的にも安定的に供給されているのが大事な視点だと思い

ますので、それもどのように書けるか、考えて参りたいと思います。以上でございます。 
【沖部会長】 ありがとうございます。 
 それでは、ただいまのご議論をお聞きの上、更に第２ラウンドで、今度は挙手といきま

すか。ご意見いただける方、じゃあ木下委員。 
【木下専門委員】 すいません。さっきちょっといい忘れていましたけども、先ほどの私

の意見で最後のほうで正常流量の話ししましたけども、もしそういう今後水資源開発を見

直していく中で、例えば取り過ぎている水は川に戻すとかいうようなことも含めて、つま

り河川の正常な機能も保全していこうという環境的な要素も入れていくのであれば、そし

て水循環の話もいっていますので、そういう意味からすると、もう少し環境の話が、例え

ばこの３０ページの一番最後の具体的な取組とか、あんまり環境が全然読めないような気

がするんですよね。 
 環境汚染みたいな話を少し触れるとか、あるいはこの水資源安定供給っていうのは賛成

なんですけど、さっき増子さんのお話を聞いていてちょっと気になったのは、法律上は水
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資源開発促進法を卒業して変えていこうということなんで、こういういい方をせざるを得

ないのかもしれませんけど、世間一般の常識的な目、受け止め方だと、もう促進を脱皮し

ていたんじゃないのかという、今更何いっているのというふうに受け止められないか、ち

ょっと心配になってきたんですけど。 
 ただあんまり環境のことをいうと環境省との関係があって難しいということで割り切ら

ざるを得ないんなら、しょうがないのかなと思いますが、それにしても少し３０ページ辺

りは環境の話をもう少し読めるようにしておいたほうがいいような気がします。 
【沖部会長】 ありがとうございます。じゃあ小浦委員お願いします。 
【小浦特別委員】 はい。ほとんどのことは委員のみなさんが既におっしゃったと思うん

です。一つだけ気になっているのは２４ページで「国土のグランドデザイン」に触れられ

ているかと思います。さっき槇村先生少し触れられましたけど、コンパクト性やネットワ

ークであったり、地域連携であったりは、国土の土地利用の問題ですよね。それが今後、

大きく変わっていく可能性が、人口問題と合わせてあると思います。 
 社会基盤整備審議会の中では「選択と集中」の議論はもう随分前からあって、それは社

会資本のメンテナンスの議論の中でもされている。全てを同じようにやっていくことは難

しい中では、国土の土地利用、どういうふうに都市を再構成していくのか、あるいは農地、

あるいは農業生産をどうしていくのか、こうしたことが変わっていくことになり、水資源

の安定供給っていう意味でいえば、こうした変化は大きく関わってくるところだと思いま

す。こういった今後、国土や土地利用が大きく改変、再構成していく必要がもう目の前に

ありますし、多くの地域では、どのようにして地域が持続的に生きていくことができるか

っていうことを考えることが迫られているわけです。この地域ごとの選択のインパクトは

恐らくかなり偏在的に現れ、国土全体で見れば水需要が偏在的に変化するときに、どのよ

うな考え方で安定供給をしていくのかっていうのは、課題としてあるように感じています。 
 それともう一つは、水の供給は、どちらかというと水道の話とか、地下水の話が主に出

ていますけれども、地域によっては様々に水を供給の仕方ってありますよね。いわゆる伏

流水を使って簡易水道で供給しているところもたくさんあるわけです。ですから今後、地

域がかなり自立的に地域経営していく中では、水に関する選択もいろいろ出てくるような

気がしています。 
 これまでも何度かいったつもりなんですけども、なかなかうまく説明できなかったとこ

ろがあります。水供給は大きなシステムの議論が中心になっているんですが、そういった

地域の自立的なシステムっていうのは、環境の持続性とも大きく関わって議論されている

ところでもありますので、何かそういったとこへの配慮がいるのではないでしょうか。さ

っき需要と供給の関係をどうやって決めていくんですかっていうことをお聞きしましたけ

れども、地域型の計画があるのではないか、そういうところにもどこかでうまく触れられ

るといいなというふうに感じています。 
 さっき環境の指摘もありましたけれども、この資料５の１ページでいえば大きくまとめ
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ている３の「健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会」っていうことの中に、地

域的な話も出てくるのかと思うんですけれども。確かに水供給に関する国土全体の議論で

はありますが、分権の観点からも、地域的に判断する、計画する、考えていく部分がやっ

ぱり水資源についてもあるように思います。そこがもう少し書けないかなということが気

になりました。 
【沖部会長】 ありがとうございます。それではほかに言い残したこと、もっとお伝えし

たいことございましたら。よろしいでしょうか。じゃあ今のお二方につきまして、では廣

木課長お願いします。 
【廣木水資源計画課長】 木下委員のご指摘についてでございますが、少なくともこうい

ったことをはっきり今回示して、かつそれが誤解のないように社会、国民に受け止められ

るように言葉を尽くすことはやって参りたいと思っております。 
 それから小浦先生のご指摘のところの地域性という問題。非常に大事な視点だと思って

おりまして、やはり水というのは社会サービスの中でナショナルミニマムに属するもの、

要するになくてはならない。あったらいいなというものではなくて、人の生活、あるいは

生存そのものに直接関係しているので、なくてもいいではないかというわけにはいかない

ということではないかと思います。 
 一方でそういうサービスをどのように提供するかということに関しては、何も国家が一

律に一様にやらなければならないということでは必ずしもない。もらっている人にとって

はよい質でよい量で、そういうサービスが提供されればいい。そういう意味では、ここで

は国の政策としての議論をしているわけではありますけれども、その中にローカリズムや、

あるいは地域の状況に適したといった表現をうまく入れて、自治体のような供給主体も含

めて、いわゆる自らがやっておられることが自信を持ってやっていただけるような表現が

できればいいなと思っておりまして、そこは少し工夫をさせていただきたいと思っており

ます。以上になります。 
【小浦特別委員】 地域循環的な環境の中で考えていくような、そういう話もあるんじゃ

ないかと思うんですけど。 
【廣木水資源計画課長】 そうですね。そこについては一部実は「水循環基本法」のほう

でも謳われておりますので、先ほどの議論と一緒ですが「水循環基本法」との切り分けの

中で全体的にうまく書けるようにしていきたいと思います。 
【小浦特別委員】 わかりました。 
【沖部会長】 ありがとうございます。ほか、よろしいでしょうか。では私からも一言申

し上げますが、開発促進から安定供給へということで水資源開発促進法も水資源安定供給

法になるのかなと思いますが、先ほどの後追いではないかって。僕は後追いで悪くないん

じゃないかと思います。と申しますのは、現場でいろいろ工夫されていた施策をうまく、

これでこういうことがやはり必要でうまくいくということがわかった上で、それを制度化

していくというのは、やってみてだめだったときに法律どうするんだというよりは、はる
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かにましなんではないかと思いますので。後追いで、もうこの１０年、２０年、あるいは

水道分野、特に東京水道みたいなところでは３０年やってこられたことが制度化するのは

悪くないんじゃないかと思います。 
 そうなってきますと、フルプランというのは全国をカバーしているわけではなくて、主

に都市域、特に変化の激しかったところを対象としていたということに対して、今後もそ

ういうところを重点的に国の水資源対策としてはカバーするのか。全国、やはり津々浦々

までを日本政府として視野に入れるのかというところは、一つ本当は議論したほうがいい

んじゃないかなというふうに私は思います。 
 フルプランの作り方の中では、需要推計と、そして需要に対して供給をどうするかとい

う計画、そしてその他事項というのが大きな枠組みだったと思いますが、今回の提言では

その他に入っていた維持、補修であるとか、あるいは危機に対する対応とか、そういうの

が前面に出てくるというふうな位置付けという見方もできると思うんですけれども、そう

しますと水源地域の振興というのがその他事項に毎回入っているわけですけれども、国土

審議会のこの下にある水資源開発部会としては、地域の振興というのに、その後の水資源

の安定供給というのが、じゃあどう貢献できるかという視点も恐らく大切な役割ではない

かなという気が少しいたします。 
 細かい点になりますが、このもう資料６に出していただいた文章で「限られた資源」と

いうのは例えば１ページに出てきます。なぜ水が限られた資源なのか。循環しているし、

いつでも降るじゃないかと。日本にいたらいずれ降るじゃないか。なぜそれが「限られた

資源」なのか。それは人がたくさん集中して住むからだ。人がじゃあ逆に集中して住んで

いるのに、今はなぜ限られていないのかというと、それはインフラが健全な状態に保たれ

ているからだ。 
 そうすると今比較的恵まれているこの状況を、普段今朝起きたらどうやって水を得よう

と考え悩まなくてもいい。そして来年は水大丈夫かと悩まなくてもいい。そういう状況っ

ていうのは人類の多分数千年、数万年の歴史の中で非常に恵まれている状況に今の日本は

あると思うんですが、それをきちんと継続したいと、維持していきたいとしたときに、何

が懸念事項なのかというと、それはだんだん老朽化すると。放っといていいわけじゃない。

それから突発事象に対しては、必ずしも今まで考えていなかった。 
 更にはそういう維持管理や突発事象に対応するための資源である人、モノ、カネといっ

たものがないじゃないか。なくなっていくといったときに、どうやってこう今の恵まれた

状況を維持していくのかという、やっぱりそういう大枠の問題意識というのが書かれてい

ると。書かれているんですけれども、こういろんなとこに分散しているところがあるので、

是非１ページ、２ページのこの全体のところで工夫してすっきり書いていただけるといい

かなというふうに思いました。 
 そういう意味では３０ページのところに安定供給を実現するための技術として「ＩＣＴ

を用いた水資源に関連する情報を把握しつつ」とありますが、木下委員から最初にコメン
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トがありましたとおり、やはり技術というのはもしかするとより少ない資源、人とか、カ

ネとかで同じような水安定供給っていうサービスを維持できる可能性を秘めていると思い

ますので、そういうものに対する期待、あるいは目配せというのもあっていいんじゃない

かなと。つまりＩＣＴだけをやるというふうにも読めますが、ＩＣＴを含めて、やはり技

術を持って今後の維持管理、今の恵まれた状況をより少ない資源で維持していくという視

点もあっていいかなと思います。 
 最後にもう一つですが、長期的な視点というのがやはり今後大事になってくるんではな

いか。それは２４ページのコンパクト化で、他のインフラと整合的な長期計画ということ

なんですが、それはどの水資源安定供給施設を維持し、どちらも余り手を入れなくていい

というふうなメリハリを付けていくという話につながるかもしれませんが、それだけでは

なくて、今回の企画委員会で取排水溝の整備とか、すぐにはできない、あるいは重力をで

きるだけ使うように取水口を変えるとか、いろいろ工夫はありましたが、それはやはり非

常に時間がかかる施策であると。 
 そういうものに対して、２０５０年の日本の水の利用のあり方、２１００年にはこうし

ようといった長期的な視点も盛り込めるような法制度といいますか。制度ができますとい

いんではないかと。やはり数年、５年１０年でできるものばかりではないですが、だから

といって５０年、１００年の計画ないと、いつまで経ってもこう、１００年経っても何も

変わらない。１００年経てば変わることがあって、それが今よりも望ましいとすれば、そ

れに向けて長期的なこういう方向に持っていくんだというのも是非盛り込んでいただけれ

ばいいんじゃないかなというふうに思いました。私からは以上とさせていただきまして、

事務局側に進行をお返ししたいと思います。 
【寺田水資源政策課長】 沖部会長どうもありがとうございました。以上をもちまして本

日の審議は終了させていただきます。本日の資料及び議事録につきましては準備ができ次

第、本省ホームページに掲載したいと考えております。議事録につきましてはあらかじめ

委員の皆様に内容確認をお願いするご予定でございますので、よろしくお願い申し上げま

す。 
 また本日の資料ですが、郵送を希望される委員の方は机の上にそのままにしておいてい

ただければ対応させていただきます。それでは最後に水資源部長の藤山よりご挨拶を申し

上げます。 
【藤山水資源部長】 どうも長時間の審議ありがとうございました。１点だけわかりやす

くするとその部分だけが一人歩きしていくという部分もございます。それで「水資源開発

促進から」といういい方でいくと、今大きなトレンドとして日本全国的に見た場合にはそ

ういう部分もございますけども、当然地域的には必要に応じてプロジェクトを実施してい

るわけですし、あと一つ悩ましいのが、中長期的に見ても、例えばドラスティックに技術

開発があったり、あるいは気候変動の問題が生じてきたり、あとあるいはいろんなネット

ワークを組むことによって賢く使うという意味では更に水の使い方がうまくできたりです
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とか、あとは個別には再開発みたいなもので少しアクセルを踏んだら威力がすごく大きく

なるだとか。役人的にいいますと、そういうところを全部芽を潰すようなことにもならな

いような、部分も残しておかないといけないのではないか。 
 そこはちょっとプラス思考で考えて、ここを間違うと、またいろんな整備をしていきた

いんだろうというふうな誤解を受けるところもあるんですけども、それを誤解を受けない

ように、必要なものはやっぱりそれぞれの事案に応じて判断して、地域に応じて判断して

やっていくんだという前提があっての大きなトレンドの話だと個人的には思っております

ので、またそれについてまたご意見いただければと思います。本当に長時間ありがとうご

ざいました。 
【寺田水資源政策課長】 以上を持ちまして閉会とさせていただきます。本日は熱心なご

議論を賜りましてありがとうございました。 


